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　ベトナム経済は堅調な回復基調にある。1-3月期の実質

GDP成長率は前年比5.8％と、前年同期（同3.1％）を上回る

伸びとなった。

　業種別には、ホテル・レストラン（前年比+7.8％）や金融・保

険業（同+7.9％）の加速により、サービス業（前年比+6.6％）

が全体の伸びを牽引したほか、製造業（同+5.9％）の持ち直

しで、鉱工業・建設業（同+5.7％）も、伸びの加速に貢献した。

　政府は今年の成長率目標を6.5％と、昨年実績（5.3％）を

上回る水準に予想している。

　1-3 月期の輸出は前年比▲1.6%と減少した一方、輸入は同

+37.6％と大幅な伸びとなった。この結果、貿易収支は▲35.1
億ドルと、黒字を計上した前年同期から赤字に転じた。輸入額
の増加の背景には、石油製品や鋼材などの価格の上昇があ
るとみられる。政府は貿易赤字縮小のため、消費財、なかでも
自動車の輸入に規制を加える動きをみせている。

　1-3月の外国直接投資の新規認可件数は139件（前年比

+49.5％）と回復したが、認可額は19億ドル（同▲12.5％）と前

年水準を下回った。地域別にはホーチミン（85件）、ハノイ（19
件）、ビンズン省、ドンナイ省（各6件）が上位につけた。

【為替】ベトナム中銀は、クローリング・ペッグ制を採用してい
る。ベトナム中銀は昨年11月に続き、今年2月、ベトナムドンの

対米ドル相場の切り下げ（3.36％）を実施した。足元ではそれ

まで根強かったドン安圧力が、徐々に解消しつつある。これは
切り下げ効果に加え、旧正月明け以降、ドルの実需（輸入企
業の決済需要）が後退していること、また昨年12月以降、輸出

企業が外貨を借り入れる際、一部をベトナムドンへ転換するこ
とを義務付けたことの効果が顕在化していることがある。

【金利】ベトナム中銀はインフレ抑制のため、昨年11月、1％の

利上げ（貸出基準金利7％→8％、公定歩合5％→6％、再割

引金利7％→8％）を決定し、その後は金利を据え置いている。

しかし足元のインフレ圧力の高まりから、中銀の追加利上げの
タイミングが注目されている。

【株価】ベトナム株価は、昨年2月以降、世界的な景気回復期

待に伴い回復基調を辿った。しかし10月末、通貨切り下げ観

測などから外国人投資家のリスク回避の姿勢が強まると、株
価は一時450ポイントを割り込む水準まで低下した。足元は

500ポイント近傍で推移している。

　物価は上昇基調にある。3月の消費者物価上昇率は前年比

9.5％と、前月（同8.5％）から一段と伸びを高めた。項目別に

は食料品（同10.7％）や、前年要因が一巡した交通費（同

20.6％）などが押し上げ圧力となった。政府は2010年の消費

者物価上昇率の目標を7％以下としており、足元のインフレ圧
力の高まりが注目される。
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１．年

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
実質GDP成長率 (前年比%) 7.3 7.8 8.4 8.2 8.5 6.2 5.3
　農林水産業 3.6 4.4 4.0 3.7 3.8 4.1 1.8
　鉱工業・建設業 10.5 10.2 10.7 10.4 10.2 6.1 5.5
　サービス業 6.5 7.3 8.5 8.3 8.8 7.2 6.6
1人当りGDP（U$） 492.0 553.0 639.0 723.0 833.0 1024.0 1059.9
人口（百万人）(2009年はIMF予想値） 80.9 82.0 83.1 84.1 85.2 86.2 87.2
小売売上高 (百万ドン） 333,809 398,525 480,294 596,207 746159.4 983,803 1,197,480
　　　　　（前年比%） (18.8) (19.4) (20.5) (24.1) (25.2) (31.8) (18.6)
自動車販売台数 (台）* 42,556 40,141 35,264 32,288 54,926 64,017 72,955

（前年比%） (58.4) (▲5.7) (▲12.1) (▲8.4) (70.1) (16.6) (14.0)
失業率　(%) 5.8 5.6 5.3 4.8 4.6 4.7
消費者物価上昇率(%)　** 3.1 7.8 8.3 7.5 8.3 23.0 6.9
輸　出（百万U$） 20,149 26,485 32,447 39,826 48,561 62,685 56,584

（前年比%） (20.6) (31.4) (22.5) (22.7) (21.9) (29.1) (▲9.7)
輸　入（百万U$） 25,256 31,969 36,761 44,891 62,765 80,714 68,830

（前年比%） (27.9) (26.6) (15.0) (22.1) (39.8) (28.6) (▲14.7)
貿易収支（百万U$） ▲ 5,107 ▲ 5,484 ▲ 4,314 ▲ 5,065 ▲ 14,203 ▲ 18,029 ▲ 12,246
経常収支（百万U$） ▲ 1,931 ▲ 957 ▲ 560 ▲ 164 ▲ 6,992 ▲ 9,238
資本収支: 対内直接投資（百万U$） 1,894 1,878 1,954 2,400
直接投資　新規認可件数（件） 596 679 771 797 1,445 1,171 839
　　　　　　認可額（百万U$） 1,512 2,085 3,896 7,566 17,856 60,271 16,345
　　　　内、日本　認可件数（件） 52 61 114 154 159 105
　　　　　　認可額（百万U$） 121 224 945 1490 1386 7579
直接投資実行総額（百万U$） 2,650 2,852 3,300 4,100 4,600 11,728 10,000
対外債務 （百万U$） 15,991 18,049 19,211 20,202 24,207
　　長期債務 14,363 15,631 16,433 17,518 19,372
　　短期債務 1,289 2,141 2,575 2,504 4,672
　　IMF 339 277 203 181 164
元利支払額（百万U$） 807 787 957 918
デットサービスレシオ（%） 3.4 2.6 2.6 N.A. 2.3
対外準備 （百万U$） 6,224 7,042 9,051 13,384 23,479 23,890
マネーサプライ(M2)（10億ドン） 378,060 495,447 648,574 841,011 1,253,997 1,513,544

（前年比%） (33.1) (31.0) (30.9) (29.7) (49.1) (20.7)
政策金利（年末値） 7.50 7.50 8.25 8.25 8.25 8.50 8.00
リファイナンスレート(%) 5.00 5.00 6.50 6.50 6.50 9.50 8.00
株価指数（年末値） 166.94 239.29 307.50 751.77 927.02 315.62 494.77
為替相場(年平均)(VD/U$) 15,510 15,741 15,856 15,991 16,084 16,449 17,805
（注）*外資12社計、2007年6月以降は11社合計。**2008年以前は2005年基準。2009年は2009年基準。

（出所）CEIC Data、IMF、世銀、当行ハノイ支店月報  等
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２．月次

09/7 09/8 09/9 09/10 09/11 09/12 10/1 10/2 10/3
実質GDP成長率 （1-9月） (1-12月） (1-3月）

　(前年同期比%) 4.6 5.3 5.8
　　農林水産業 1.6 1.8 3.5
　　鉱工業・建設業 4.5 5.5 5.7
　　サービス業 5.9 6.6 6.6
鉱工業生産(前年比%）* 5.1 5.6 6.5 7.0 7.3 7.6 28.4 13.6 13.6
　　国営 1.5 1.9 3.1 3.6 3.6 3.7 23.1 8.1 7.0
　　非国営 7.4 7.9 8.4 8.9 9.4 9.9 31.1 15.1 14.6
　　外資 5.3 6.0 7.0 7.4 7.7 8.1 29.1 15.4 16.4
自動車販売台数 (台）** 6,382 6,739 6,958 7,642 8,111 10,083 4,105

（前年比%） (12.5) (19.8) (110.8) (107.8) (151.7) (71.4) (47.9)
消費者物価指数(前年比%)　*** 3.3 2.0 2.4 3.0 4.4 6.5 7.6 8.5 9.5
　　内、食品 2.3 1.7 1.8 2.5 3.5 5.8 7.6 9.1 10.7
輸　出（百万U$） 4,958 4,501 4,530 3,020 6,728 5,762 5,013 3,740 5,150

　(前年比%) (▲24.8) (▲25.7) (▲16.1) (▲40.4) (57.7) (23.1) (34.8) (▲26.1) (▲3.4)
輸　入（百万U$） 6,442 5,624 6,669 6,584 7,227 7,669 5,958 5,070 6,500

　(前年比%) (▲13.5) (▲11.0) (17.8) (12.3) (47.8) (34.6) (79.0) (20.6) (27.5)
貿易収支（百万U$） ▲ 1,484 ▲ 1,123 ▲ 2,139 ▲ 3,564 ▲ 499 ▲ 1,907 ▲ 945 ▲ 1,330 ▲ 1,350
直接投資（年初からの累計） （7/20迄） （8/20迄） （9/20迄） （10/20迄） （11/20迄） （12/20迄） （1/25迄） （2/25迄） （3/25迄）

　　認可　新規件数（件） 385 504 583 658 776 839 40 88 139
　　　　　　　金額（百万U$) 5,429 5,625 7,673 14,048 14,657 16,345 285 1,616 1,924
　　　　　増額件数（件） 125 149 168 179 215 3 16
　　　　　　　金額（百万U$) 4,689 4,820 4,860 4,870 5,090 3.3 165
　　実行額（百万U$) 4,650 6,500 7,200 8,000 10,000 400 1,100
対外準備 （百万US＄） 19,072 18802
マネーサプライ(M2)（10億ドン） 1,800,854 1806203

（前年比%） (38.5) (38.6)
政策金利（月末値） 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 8.0 8.0 8.0 8.0
リファイナンスレート(%) 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 8.0 8.0 8.0 8.0
株価指数（月末値） 466.76 546.78 580.90 587.12 504.12 494.77 481.96 496.91 499.24
為替相場(平均)(VD/U$) 17,809 17,814 17,832 17,850 17,958 18,465 18,458 18,667 19,053

（出所）CEIC Data、IMF、世銀、当行ハノイ支店月報  等

ベトナム経済・金融概況

（注）*鉱工業生産は報道ベース。**外資12社計、2007年6月以降は11社合計。***消費者物価指数は2009年11月から2009年基準。2009
年10月以前のデータは2005年基準。
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